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沖縄へのオスプレイ配備問題

オバマ大統領も乗っているからオスプレイは安全

「我々はMV22持っておるわけじゃございませんから、米国が使用して、しかも米国流に言わせると、オバマ大統領もそれから米国内のVIPもみんなこれで搭乗してもらっていますよというような、ある意味での心証的な安全性についても言っておられます」。6月14日に行われた参議院外交防衛委員会で、MV22オスプレイの安全性に関する質問に、北澤俊美防衛大臣は上記のように答えました。

「様々なご懸念があろうかと思いますので、ここのところは淡々と2007年以降の7万時間に及ぶ実績データを沖縄の皆様方に開示をして、ご理解をいただくと。科学的に判断をしていただければいいのではないか」。これは6月13日に行われた記者会見での北澤大臣の発言です。

防衛省が持っている科学的なデータとは、どのようなものでしようか。『琉球新報』（6月9日）がこの件に関して、「オスプレイ 防衛省 ネットで安全情報収集 米が詳細提供せず」という記事を掲載しました。「米側が安全性に関する詳細な情報を提供せず、防衛省がインターネットで米国防総省のオスプレイに関する公表資料や米国内の環境影響評価（アセスメント）などで情報収集をしていることが、8日分かった。複数の政府関係者が明らかにした。同日行われた県選出国会議員の意見交換でも、オスプレイ配備について説明に訪れた防衛省の担当者が米側から資料提供を受けていないことを認めた」、「政府関係者によると、日米防衛当局はオスプレイの配備について議論をしてきたが、米側が『軍事機密』などとして性能や安全性に関する詳細なデータを提供していないという」というものです。

　日本政府は、オスプレイは安全だし、騒音も少ないと言ってきました。しかしその根拠は、「オバマ大統領も乗っている」というアメリカ側の発言や、インターネット上に公開された資料だったのです。

離着陸時の騒音は従来機よりも大きい

　米国内での環境影響評価については、『琉球新報』（6月8日）に記事が掲載されています。環境影響評価の最終報告によれば、オスプレイは現行のヘリコプターに比べて、巡航時の騒音は小さいが、離着陸時の騒音は大きいとのことです。記事では基地監視団体「リムピース」の頼和太郎さんが、「（離陸後は）飛行機のように飛ぶオスプレイは飛行速度が速く、上空を早く通り過ぎるため、一定時間に計測される騒音量は少なくなる。しかし着陸はヘリコプターと同じようにゆっくり、ほぼ垂直に降りる」、「CH46Eより機体が重く、羽も大きく、揚力も必要なため、オスプレイの着陸時の騒音は大きくなる。結局、基地周辺住民にとっては騒音被害は増すだろう」と指摘しています。
　また離着陸時の騒音については、『沖縄タイムス』（1月27日）が、「オスプレイ騒音　苦情殺到　米アラバマ州　住民訴えで訓練中止に」という記事を掲載しました。「米空軍がアラバマ州ブリュートン市の民間空港で実施した垂直離陸機CV22オスプレイの飛行訓練に対し、地元住民から騒音に対する苦情が殺到、訓練を中止していたことが分かった。地元紙ブリュートン・スタンダードが22日報じた内容によると、19日夜間に同州ブリュートン空港周辺の住民から騒音に対する苦情が殺到。調査の結果、フロリダ州のハルバートフィールド空軍基地所属の特殊作戦軍団が同空港でオスプレイの飛行訓練を実施していたことが判明したため訓練の中止を要請、米空軍側がこれを受け入れた」との内容です。
　日本政府が根拠としているアメリカ側の資料でも、離着陸時には、オスプレイが従来機よりもうるさいことが判明しています。その騒音は、米国民でさえ許容できないうるささなのです。

墜落や事故の危険性は

　オスプレイは、試作機の段階と初期生産の段階で、4機が墜落事故を起こし30人が死亡しています。米国防総省やメーカーは、原因は解決済みとしていますが、機体の構造的な問題を指摘する声もあります。実戦配備後も、2010年にアフガニスタンで夜間着陸に失敗して4人が死亡していますが、この事故は機体の問題ではなく、操縦の問題として処理されたようです。
日本政府の対応が問題
　普天間基地には現在、CH-46ヘリコプター12機を運用する中型ヘリコプター中隊が2個（計24機）、配備されています。MV-22オスプレイは、CH-46の後継機として、2012年10月から普天間基地に配備されます。配備後は在沖縄海兵隊の足として、普天間基地、嘉手納基地、キャンプ・シュワブ、キャンプ・ハンセン、北部訓練場、伊江島基地などの間を、頻繁に飛行することになります。
　オスプレイは従来機よりも騒音が増すこと、試作・初期生産段階で4度の墜落事故を起こしていることが判明しています。オスプレイ配備に対する沖縄県民の懸念は、当然のことです。日本政府はアメリカ政府に対して機体の安全性に関する詳細なデータを要求することや、日本政府としての環境影響評価を行うこと、また県民の懸念をアメリカ政府に伝えることを行うべきなのです。
　6月21日に開催された「2＋2」で日米政府は、普天間基地の移転について、当初予定の2014年を断念しました。このままでは、普天間基地が当面は維持されることになります。日本政府が解決能力を持たないのであれば、沖縄と本土の人々が力を合わせて、直接、米国議会と米国政府を動かしていく必要があります。
米連邦議会・上院　普天間再検討の動きが加速

　前号でお伝えした米連邦議会・上院軍事委員会による、アジア太平洋地域の米軍再編見直し勧告について、新しい動きが出てきました。以下に新聞記事を掲載します。

『毎日新聞』（6月18日夕刊）

●在日米軍再編：普天間移設・再検討　米上院委、グアム移転費認めず嘉手納案の調査要求
　【ワシントン古本陽荘】米上院軍事委員会は１７日、１２会計年度（１１年１０月～１２年９月）の国防権限法案を全会一致で可決し、内容を公表した。在沖縄海兵隊のグアム移転費については、「年度内には使われない」として政府が要求した約１億５６００万ドル（約１２５億円）を全額削除。そのうえで、海兵隊の普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の空軍嘉手納基地（嘉手納町など）への統合について調査するよう国防総省に求めた。

　同委員会のレビン委員長らが先に発表した普天間移設計画の見直し案に沿った内容だが、米下院はすでにグアム移転費を政府要求通り盛り込んだ国防権限法案を可決。上院でも予算編成でより大きな権限を持つ歳出委員会のイノウエ委員長が普天間移設を日米合意通り進めるよう求めており、一本化作業の結果、最終的には政府要求が認められるとの見通しが議会内では有力だ。

　ただ、普天間移設計画の具体案を決定する外務・防衛担当閣僚による日米安全保障協議委員会（２プラス２）の開催を前に、上院軍事委員会が見直しを求めたことで、日米両政府はこれまで以上に、移設実現のための具体的な道筋を示すよう求められるのは必至だ。

